
（様式第 1 号） 

小規模住居型児童養育事業開始届 

 

  年  月  日 

 

大阪市長  様 

 

所在地（法人にあっては所在地） 

 

                       事業者名（法人名及び代表者氏名） 

 

      

 

 

 次のとおり小規模住居型児童養育事業を開始しますので、児童福祉法第３４条

の４第１項の規定により届け出ます。 

 

 

事業者の氏名及

び住所 

（法人であると

きは、その名称

及び主たる事務

所の所在地） 

氏名（法人の名称） 

住所（主たる事務所の所在地） 

電話 

ホーム名及び所

在地 

名 称 

所在地 

定 員     人 

主な職員の氏名 

名前 生年月日 
常勤・非

常勤の別 

精神の機能の

障がいの有無 

養育者(管理者)：  年 月 日   

養育者： 年 月 日   

補助者： 年 月 日   

補助者： 年 月 日   

補助者： 年 月 日   

建物・土地の状況 

(規模、構造、所有の状況) 

建物 

土地 

事業開始予定年

月日 
  年  月  日 

 

※添付書類 

（１） 定款その他基本約款 （２）運営規程  （３）職員の経歴（履歴書、資格証の写し） 

（４） 児童福祉法第 34 条の 20 第１項各号に該当しない事を証する書類 

（５） 事業計画書 （６）収支予算書 （７）建物平面図、周辺地図、土地建物登記の写し 

  （８）その他（家族・同居人の状況）等  

 



（様式第２号） 

小規模住居型児童養育事業内容変更届 

 

  年  月  日 

 

大阪市長  様 

 

所在地（法人にあっては所在地） 

 

                 事業者名（法人名及び代表者氏名） 

 

                   

 

 

 次のとおり小規模住居型児童養育事業の内容を変更しましたので、児童福祉法

第３４条の４第２項の規定により届け出ます。 

 

 

ホ ー ム 名 及 び 所 在 地 

名 称 

所在地 

変 更 内 容 

 

 

 

 

 

変 更 の 理 由 

 

 

 

 

 

変 更 年 月 日   年  月  日 

 
※必要に応じて、変更内容の分かる書類を提出してください。 

※変更の日から１月以内に届け出てください。 

※変更内容が職員に関する場合には、精神の機能の障がいの有無についても記載すること 



（様式第３号） 

小規模住居型児童養育事業廃止（休止）届 

 

  年  月  日 

 

大阪市長  様 

所在地（法人にあっては所在地） 

 

事業者名（法人名及び代表者氏名） 

                   

 

 

 

 次のとおり小規模住居型児童養育事業を（廃止・休止）しますので、児童福祉

法第３４条の４第３項の規定により届け出ます。 

 

 

ホ ー ム 名 及 び 所 在 地 

名 称 

所在地 

廃 止 ・ 休 止 の 別 廃 止 ・ 休 止 

廃止（休止）予定年月日   年  月  日 

廃 止 （ 休 止 ） の 理 由 

 

 

 

 

 

現に便宜若しくは援助を受

け又は入所している者に対

する措置 

 

 

 

 

 

休 止 予 定 期 間  年 月 日 ～  年 月 日 

 



（様式第４号） 

誓約書 
 

 

  年  月  日 

 

大阪市長  様  

 

 

氏名 

（  年  月  日生） 

 

氏名 

（  年  月  日生） 

 

氏名 

（  年  月  日生） 

 

住所 

 

 

 

小規模住居型児童養育事業申請にあたり、私達は下記の欠格事由に該当する者

でないことを誓約いたします。 

 

 

＜欠格事由＞   

１ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることが 

なくなるまでの者 

２ 以下の法律について、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行

を受けることがなくなるまでの者 

 

児童福祉法・児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に 

関する法律・社会福祉法・児童扶養手当法・特別児童扶養手当等の支給に関 

する法律・児童手当法 

 

３ 児童虐待の防止等に関する法律第二条に規定する児童虐待又は被措置児童等

虐待を行った者、その他児童の福祉に関し著しく不適当な行為をした者 



（様式第５号） 

欠格事由等の確認調査承諾書 

                      

  年  月  日 

大阪市長  様 

             

承諾者 

                氏名        （   年  月  日生） 

 

                住所                    

 

                本籍地                     

                

  

小規模住居型児童養育事業申請にあたり、大阪市が上記の者について、下記の

欠格事由の該非を、その本籍地の市町村役場あて照会することを承諾します。 

 

記 

 

 ＜欠格事由＞   

・禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行を受けることがな 

くなるまでの者 

・以下の法律について、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、または執行 

を受けることがなくなるまでの者 

 

児童福祉法・児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関す

る法律・社会福祉法・児童扶養手当法・特別児童扶養手当等の支給に関する法律・

児童手当法 

 

・ 児童虐待の防止等に関する法律第二条に規定する児童虐待又は被措置児童虐

待を行った者その他児童の福祉に関し著しく不適当な行為をした者 



（様式第６号） 

 

  年  月  日 

 

 大阪市長  様 

 

 

                  

                  事業所名： 

 

                  代表者：                   

 

                 （主たる事務所の所在地） 

                   住所 ： 

 

 

  社会福祉法第６９条に基づく事業の開始（変更）について、下記のとおり届

け出ます。 

 

 

事業の種類 
児童福祉法第６条の３第８項に規定する小規模住居型児童養

育事業 

事業の開始（変更）年

月日 
  年  月  日 

事業（変更）の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
条例、定款その他の基本

約款 
別添運営規程及び事業計画のとおり 

（備 考） 

 


